
別紙１
平成29年度予算ふるさとテレワーク推進事業

「～来業、企業、起業のかたち～木曽町未来型きぎょう拠点整備事業」
長野県木曽町（長野県木曽町）

コンソーシアム名 木曽町ITビジネス推進コンソーシアム

コンソーシアム
参加機関名

（下線は代表機関）

長野県木曽町、木曽町商工会、特定非営利活動法人ふるさと交流木曽
株式会社タスクールPlus、MASTコンサルティング株式会社
一般社団法人日本地域資源学会、BOCCA 、zeroichiworks

地方移動者数 従業員：6人 個人：1人 地元ワーカー数 従業員：0人 個人：1人

“木曽町未来型きぎょう”とは、木曽町が考える3つのきぎょう、すなわち来業（都市部からの企業誘致）、企業（地元企業の発
展）、起業（地元の若者や移住者の創業）の有機的な連携を図る計画のことである。
木曽町は檜を代表とする良質な木材を使った産業の歴史が古く、建築木工デザインとはゆかりが深い土地である。この特性を

事業概要 生かすため、“デザイン”を全体のコンセプトとした4か所のテレワーク施設・コワーキング施設の整備を行っている。将来的には
日本中の工務店から長期派遣を受入れる拠点を整備していくつもりである。本年度の事業は、4か所の施設のうち市街地に設
置する拠点Space Matsuya（仮称）を大企業のテレワーク拠点として耐えうるレベルまで整備し、テレワーク拠点としての魅力を
向上させることを狙いとしている。

・短期出張利用
・長期出張利用
・テレワーク利用
・コワーキング利用

都心部企業
フリーランス、学生

・富士ゼロックス（株）
・（株）Tree to Green
・（株）タスクールPLUS
・合同会社River-Win
・zeroichiworks

－ 本年度参画事業者 －

次年度以降、実績を基にコンソーシ
アムが仲介となり、他の企業、大学
などと提携し利用促進を図る。

・テンプホールディングス（株）

・立教大学社会学部ほか

－施設利用検討企業－

木曽町未来型きぎょう拠点整備事業コンソーシアム

木曽町未来型きぎょう拠点整備事業

テレワーク環境

インフラ構築〜運用支援

テレワーク拠点
既存施設や遊休施設も活用

木曽の自然に囲まれ
た中で環境を変えて

来業、企業、起業、新しいかたち
※来業=きぎょう

人材・情報の交流
出会いと学びの場

本来業務継続環境 商品開発環境情報共有

起業・雇用・定住の支援 セミナー、教育の支援 人材交流・育成の支援

デザイン・ものづくり支援コラボビジネス支援

檜や木工を始め品質の高い
素材や商材があり、都心部の
企業と連携しデザイン性が高く
マーケティングニーズにあった
発信力の高い商品を開発する
ことで、ビジネス創造の場となる

IT教育など含めて地元の学生が
利用することで、人材育成を図る
ことができる

・コワーキング利用
・テレワーク利用
・設備利用
・情報交換・収集利用

地元企業
フリーランス、学生

スキー場施設（大自然の中のオフィス整備）

商店街コワーキングスポット（出版デザイン）

ふるさと体験館（建築・ものデザイン）
Space 

Matsuya
（仮称）※補助対象

・MIZUNO（株）

－施設利用企業等－
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